
※令和５年12月22日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
≪予算等の措置状況欄≫　金額上段：R６年度予算額　　金額下段：R５年度予算額　　〔全〕全国枠予算　　〔国〕国費ベース　　〔事〕事業費ベース

≪摘要欄≫　　○：ほぼ要望どおり措置等の見込み　△：一部措置等される見込み　×：措置等されない見込み

要望・提案事項 摘要

◆令和５年度補正予算の状況　＜内閣府、文化庁、観光庁＞
（１）新たな観光コンテンツ開発及び観光プロモーションの推進について
　・地方誘客促進によるインバウンドの拡大

（２）安全・安心で快適に滞在できる取組みへの支援について
　・訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業

（３）文化芸術活動の活性化や文化芸術の魅力発信に向けた支援について
　・大阪・関西万博に向けた文化資源の活用推進事業

[全]１８４億円

[全]２５５．５億円の内数

[全]５億円

令和6年1月31日

大　　阪　　府

令和６年度 国の施策・予算に関する提案・要望　政府予算案（府民文化関連）

予算等の措置状況

△

１　万博を契機とした大阪の成長・飛
躍に向けた取組みの推進
（１）新たな観光コンテンツ開発及び
観光プロモーションの推進について
◇　デジタル技術と観光資源の融合
等による新たな観光コンテンツの開
発と、大阪・関西の地域資源を活か
した国内外への観光プロモーション
の推進、地方自治体が実施する取
組みに十分な財源措置を行うこと。

（２）安全・安心で快適に滞在できる
取組みへの支援について
◇　誰もが安全・安心で快適に滞在
できる環境の実現に向け、観光関連
施設や宿泊施設等における、多言語
による情報提供や感染対策の取組
みなどに対し、十分な財源措置を行
うこと。

（３）文化芸術活動の活性化や文化
芸術の魅力発信に向けた支援につ
いて
◇　大阪・関西万博の取組みを加速
化し、文化芸術の魅力を国内外に発
信していくため、「日本博2.0」を通じ
た支援の充実や文化芸術活動の活
性化、魅力発信に関する取組みにつ
いて支援をすること。

（４）「いのち輝く未来社会」の実現に
向けたスポーツ施策について
◇　万博開催のインパクトを最大限
活かしながら、より多くの人がスポー
ツに触れ、楽しむことができるよう、
「第３期スポーツ基本計画」に万博の
視点を取り込み、スポーツ関連予算
の確保をすること。

（５）スポーツ関連予算の確保及び補
助金の創設等について
◇　大規模国際大会等によるスポー
ツへの関心や熱意の高まりを一過性
のものとせず、スポーツツーリズムや
生涯スポーツの振興に向けた取組
みを進めていくため、必要な財源措
置を行うこと。

◆令和６年度予算措置の状況　＜内閣府、スポーツ庁、文化庁、観光庁＞
（１）新たな観光コンテンツ開発及び観光プロモーションの推進について
　・戦略的な訪日プロモーションの実施

　・ストーリーで繋ぐ地域のコンテンツの連携促進事業

　・新たなインバウンド層の誘致のためのコンテンツ強化等

（２）安全・安心で快適に滞在できる取組みへの支援について
　・地域における受入環境整備促進事業

　・ICT等を活用した観光地のインバウンド受入環境整備の高度化

（３）文化芸術活動の活性化や文化芸術の魅力発信に向けた支援について
　・日本博を契機とした観光コンテンツの拡充

　・文化芸術創造拠点形成事業

（４）「いのち輝く未来社会」の実現に向けたスポーツ施策について
　・地域スポーツ連携・協働再構築推進プロジェクト

   ・Spoｒt in Life推進プロジェクト

　・運動・スポーツ習慣化促進事業

　・スポーツによる地域活性化・まちづくりコンテンツ創出等総合推進事業

　・スポーツによる地域活性化・まちづくり担い手育成総合支援事業

（５）スポーツ関連予算の確保及び補助金の創設等について
　・スポーツ庁のスポーツ関係予算（総額）

　・運動・スポーツ習慣化促進事業【再掲】

　・スポーツによる地域活性化・まちづくり担い手育成総合支援事業【再掲】

[全]１２５．４億円
（[全]１２３．６億円）

[全]２．５億円

[全]１９．９億円
（[全]１．７億円）

[全]１３．７億円の内数
（[全]２１．４億円の内数）

[全]９．９億円の内数
（[全]１．５億円）

[全]４０．９億円
（[全]４０億円の内数）

[全]１０．７億円
（[全]１０．９億円）

[全]０．１億円
（[全]０．２億円）

[全]２．５億円
（[全]２．６億円）

[全]２．４億円
（[全]２．９億円）

[全]１．８億円
（[全]１．９億円）

[全]１．９億円
（[全]２．０億円）

[全]３６１億円
（[全]３５９億円）

[全]２．４億円【再掲】
（[全]２．９億円）

[全]１．９億円【再掲】
（[全]２．０億円）
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

△

◆予算項目以外の状況

（４）「いのち輝く未来社会」の実現に向けたスポーツ施策について
　・第３期スポーツ基本計画（令和4年3月）について、万博の視点を取り込む等の計画改定は実現して
いない。

（５）スポーツ関連予算の確保及び補助金の創設等について
　・地方自治体が実施するスポーツ振興施策に係る補助制度については、前年度より減額されている
とともに、新たな補助制度の創設等も実現していない。

１　万博を契機とした大阪の成長・飛
躍に向けた取組みの推進
（１）新たな観光コンテンツ開発及び
観光プロモーションの推進について
◇　デジタル技術と観光資源の融合
等による新たな観光コンテンツの開
発と、大阪・関西の地域資源を活か
した国内外への観光プロモーション
の推進、地方自治体が実施する取
組みに十分な財源措置を行うこと。

（２）安全・安心で快適に滞在できる
取組みへの支援について
◇　誰もが安全・安心で快適に滞在
できる環境の実現に向け、観光関連
施設や宿泊施設等における、多言語
による情報提供や感染対策の取組
みなどに対し、十分な財源措置を行
うこと。

（３）文化芸術活動の活性化や文化
芸術の魅力発信に向けた支援につ
いて
◇　大阪・関西万博の取組みを加速
化し、文化芸術の魅力を国内外に発
信していくため、「日本博2.0」を通じ
た支援の充実や文化芸術活動の活
性化、魅力発信に関する取組みにつ
いて支援をすること。

（４）「いのち輝く未来社会」の実現に
向けたスポーツ施策について
◇　万博開催のインパクトを最大限
活かしながら、より多くの人がスポー
ツに触れ、楽しむことができるよう、
「第３期スポーツ基本計画」に万博の
視点を取り込み、スポーツ関連予算
の確保をすること。

（５）スポーツ関連予算の確保及び補
助金の創設等について
◇　大規模国際大会等によるスポー
ツへの関心や熱意の高まりを一過性
のものとせず、スポーツツーリズムや
生涯スポーツの振興に向けた取組
みを進めていくため、必要な財源措
置を行うこと。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
◆令和６年度予算措置の状況　＜内閣府＞
○相談・支援体制の機能充実・強化等
　・地域女性活躍推進交付金 〔全〕３億円

　（〔全〕２．８億円）

◆令和５年度補正予算の状況　＜内閣府＞
○相談・支援体制の機能充実・強化等
　・地域女性活躍推進交付金 〔全〕６．８億円

◆令和６年度予算措置の状況　＜消費者庁＞
○地域における消費者行政の取組強化
　・地方消費者行政強化交付金
　　（消費生活相談受付などのデジタル技術の導入、全国消費生活相談
　　　ネットワークシステムの新システムへの移行に向けた環境の構築、
　　　デジタル対応のための体制強化など、相談員が活躍できる環境整備
　　　等の推進に取り組む地方公共団体を支援）

〔全〕１６．５億円
　（〔全〕１７．５億円

＋R４補正繰越１８．４億
円＝３５．９億円）

◆令和５年度補正予算の状況　＜消費者庁＞
○消費者の安全・安心の確保
　・地方消費者行政強化交付金
　　（霊感商法等の悪質商法への対策や、認知症対策に資する消費生活
　　　相談や見守りの機能強化等に取り組む地方公共団体を支援）

〔全〕１５．０億円

２　女性のための相談・支援体制の
充実、強化
◇　新型コロナウイルスの感染拡大
により、課題が顕在化し、女性への
影響が深刻なものであることから、困
難・課題を抱える女性に寄り添った
支援を充実させていくため、相談・支
援体制の機能充実・強化等に対する
財源措置の拡充を行うこと。

△

△

◆予算項目以外の状況
（１）交付金の財源確保及び柔軟な運用
　・推進事業について、新規事業を対象とする制度改正は認められなかった。

（２）消費生活相談体制に対する新たな措置について
　・消費生活相談体制の基盤となる、相談員の人件費や人材の養成等に係る新たな交付金制度の創
設は確認できなかった。

３　安全・安心な消費生活の実現
（１）交付金の財源確保及び柔軟な
運用について
◇　地方消費者行政強化交付金（推
進事業）について、事業実施に必要
な財源の確保を求めるとともに、成
年年齢の引き下げの民法改正等に
伴う新たな事象・課題への対応を実
施するため、既存事業の組み換えに
よる新事業も交付金の対象とするこ
と。

（２）消費生活相談体制に対する新た
な措置について
◇　相談員の高齢化や人材不足な
どにより、消費生活相談体制の維持
が困難になることから、相談員の人
件費や人材養成等に係る交付金制
度の創設など新たな措置を講じるこ
と。

（３）霊感商法を含めた悪質商法の
未然防止等について
◇　霊感商法への対応強化を求める
社会的な要請の高まりを受け、霊感
商法を含めた悪質商法の未然防止
及び被害救済等に必要な財源措置
を行うこと。

（４）消費生活相談のデジタルトラン
スフォーメーションの推進に向けた支
援について
◇　消費生活相談に関するデジタル
トランスフォーメーションの推進にあ
たり、今後、具体的な内容の検討に
あたって、自治体の意見を踏まえた
取組みを講じるとともに、自治体が保
有するシステムの改修等が必要な場
合に自治体の負担増につながること
がないよう、十分な財源措置を行うこ
と。

４　旅券発給業務にかかる制度・シ
ステムの改善
◇　令和５年３月27日から導入した
電子申請サービスの課題が顕在化
したことから、申請者の利便性や旅
券事務所の業務効率化等のために
も、地方自治体の意見を踏まえ、国
において制度・システムの改善を図
ること。

×

◆予算項目以外の状況
　・旅券発給に係る電子申請サービスの課題について、具体的な制度・システムの改善内容は確認で
きなかった。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
５　公立大学法人における研究成果
の更なる活用に向けた取組みの推
進
◇　大阪公立大学をはじめとする全
国の公立大学法人のスタートアップ
の創出・支援に向けた取組みを、より
一層推進し、大学が有する研究成果
を社会に還元するため、国立大学法
人と同様に、大学が有する研究成果
を活用できるよう、公立大学法人の
出資範囲を拡大する制度改正を講じ
ること。

×

◆予算項目以外の状況
　・公立大学法人の出資範囲を拡大する制度改正に関する要望について、具体的な制度改正の内容
は確認できなかった。
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